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令和６年５月１０日、「重要経済安保情報の保護及び活用に関する法律（以下、本法）」が成立

した。本法は平成２５年に成立した特定秘密保護法を経済安保分野へと拡大するものであり、国

家の安全保障上重要な経済分野の情報を「重要経済安保情報」に指定し、その取り扱いを適性評

価制度により認められた者に限るとしている。本法にともなう適性評価制度の詳細は、令和 7 年

１月３１日に閣議決定された「重要経済安保情報の指定及びその解除、適性評価の実施並びに適

合事業者の認定に関し、統一的な運用を図るための基準（以下、運用基準）」の中で定められた「適

性評価」により明らかとなった。 

当学会はその内容に危惧を抱いており、ここに見解を表明する。 

 

１）適性評価の調査事項に「精神疾患に関する事項」が定められていること 

 本法第１２条第２項に、適性評価の評価対象者に対する調査事項が１～７まで示されており、

５に「精神疾患に関する事項」が挙げられている。これは特定秘密保護法における適性評価の調

査と同一である。 

当学会は特定秘密保護法に関して、平成２６年 3 月に「特定秘密保護法における適性評価制度

に反対する見解」を発出した。その中で「（１）精神疾患、精神障害に対する偏見、差別を助長し、

患者、精神障害者が安心して医療・福祉を受ける基本的人権を侵害する。（２）医療情報の提供義

務は、医学・医療の根本原則（守秘義務）を破壊する。（３）精神科医療全体が特定秘密保護法の

監視対象になる危険性が高い。」という 3 点を反対理由として述べた。 

しかしながら、これらは本法にともなう適性評価制度においても解消されていない。 

 

２）評価対象者の「同意」は事実上の強制であること 

 本法第１２条第３項に、「評価対象者に対し告知した上で、その同意を得て実施する」と示され

ている。これは適性評価への不同意は業務に就けなくなることを事実上意味し、人事考課等で不

利益を被る可能性がある。このような同意は真の同意ではなく同意の強要に過ぎない。 

この問題は特定秘密保護法について、当学会が平成２６年 8 月に発出した「「特定秘密の指定

及びその解除並びに適性評価の実施に関し統一的な運用を図るための基準（仮称）（案）」に対す

る意見」の中ですでに指摘しているが、本法においても改善されていない。 

 

３）精神科治療を必要とする者の受診抑制に繋がりかねないこと 

 適性評価は評価対象者の「同意」に基づいて実施される。適性評価実施担当者は、上司、人事

担当課の職員、同僚その他の知人に対し、評価対象者について質問を行うことができる。また、



当該行政機関内の部署、適合事業者、過去に評価対象者を雇用していた事業者等に対し、評価対

象者に関する情報の報告を求めることができるほか、公務所又は公私の団体に照会して必要な報

告を求めることができるとされている。 

 こうした構造の中では、精神疾患により受療中の者のプライバシーが守られなくなり、本人の

自尊感情だけでなく家族も含めた生活が脅かされかねない。さらには精神科治療を必要とする者

の受診抑制に至ることが予想される。 

 

４）適性評価実施後の措置として、上司や事業者から長期の監視の対象となること 

 運用基準では適性評価実施後の措置として、行政機関の職員であれば上司が、適合事業者の従

業員であれば事業者が、「事情があると認めた場合には、速やかにこれを（中略）重要経済安保情

報管理者に報告する」としており、報告すべき事情の具体例として①～⑨が挙げられている。こ

のため、評価対象者は適性評価実施後の１０年間の保存期間が設定されることにより、継続的に

上司や事業者の監視の対象となるに等しい。 

こうした状況では、評価対象者の人権の侵害と、本人が就業する職場環境の悪化を来すことが

懸念される。 

 

５）精神疾患への誤解・偏見及びそれを有する者の排除に繋がる 

適性評価実施時に、上司、人事担当課の職員、同僚その他の知人は、適性評価対象者が「表見

上自己の行為の是非を判別し、若しくはその判別に従って行動する能力を失わせ、又は著しく低

下させる症状を呈していると疑われる状況にある、またはあったか」について回答することにな

る。また、適性評価実施後も、上司や事業者が報告すべき事情の具体例の⑥には「自己の行為の

是非を判別し、若しくはその判別に従って行動する能力を失わせ、又は著しく低下させる症状を

呈していると疑われる状況に陥ったこと」が挙げられている。この記述は非常に曖昧である。  

刑法におけるいわゆる「心神喪失」「心神耗弱」と表現を一にしているが、この状態になった場

合、上司や適合事業者は重要経済安保情報管理者に報告することとされており、先に述べたよう

にその期間は 10 年に及ぶ。 

これら広範囲の市民にこのような曖昧な事項に関して長期間報告を求めることは、特定の疾病

属性を持つ者を排除することに繋がりかねないことを深く憂慮する。 

 

以上の理由により、日本精神神経学会は精神科医療の立場から、重要経済安保情報の保護及び

活用に関する法律とその運用基準及び適性評価において示された、精神疾患に対する適性評価制

度に反対する。 

 

                                     以上 


